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令和２年度第２次補正予算を活用した地域におけるつながりづくりの取組の推進について

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による失業等が増加し、その方々の活躍の場が求められる一方、複数人が屋内で集まる居場所づくりがし
づらい状況の中で、地域の中では孤立しがちな方が存在し、見守り等を通じた地域におけるつながりづくりの取組の推進が期待される。

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した新しいつながり事業）

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮しながら、地域の中で新たにつながりを構築していくことが重要。本年４月から５月にかけ
て厚生労働省で開催した「生活を守る」プロジェクトチームにおける有識者ヒアリング等において、見守りが必要な方等との新しいつながり創出に
向けた支援の必要性が指摘されていることを踏まえ、 「新しいつながり事業」（p.2～4 参照）を整理。

○ 当該事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、子ども食堂、通いの場、見守り支援等の実施・再開が難しくなっていることや、地域の
中で住民相互の関係性が希薄化していることなどの背景から、社会福祉法人やNPO 法人等が失職者や地域住民などを様々な形で雇い入
れ、研修を行ったうえで、「つながり推進員」として配置することを想定。

○ 以下に例示する取組等を通じ、既存のつながりを再構築していくとともに、新しいつながりづくりの環境を醸成していくことで、新たな雇用の創出
や、「気になる」人どうしを結びつけることなどが期待でき、地域共生社会の実現にも資するもの。

 コミュニティソーシャルワーカー等と連携しながら、子ども食堂、通いの場、見守り支援等の実施が困難となっている実施団体等への再開支援を行う

 ICT 等を活用し、密集を控えた形での相談支援や訪問支援を行う

 訪問を通じた新たなつながり・参加の場づくりを行う

○ 上記事業について、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用することができる（内閣府地方創生推進室に確認済み）。

（「自立相談支援事業等の強化事業」の活用）

○ 令和２年度補正予算で創設された令和２年度第２次補正予算における「自立相談支援事業等の強化事業」の活用例として、生活困窮
者が新型コロナウイルス感染症である各施策の相談や申込等を行う際の支援を行う補助者の配置や、補助者に対する職場内訓練等を通じ
た人材育成がある。（P.5,6 参照）

○ 例えば、自立相談支援機関等において地域で失業している方等を雇用した上で、当該自立相談支援機関等での職場内訓練を通じて一
定の基礎知識や対人援助における留意点等の習得を推進するとともに、以下の取り組みを推進することを想定しており、これも地域におけるつ
ながり創出に資するものである。

 窓口にきた生活困窮者に対して支援メニューを紹介するなど支援員の補助を行う。

 生活にお困りの方や孤立しがちな方など訪問や電話でやりとりをして困りごとを聞き取る。

 必要な場合には専門機関、専門職につなぐ（コロナの状況等も踏まえながらサロンや通いの場等にもつなぐ）。
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※ 令和2年6月24日の事務連絡「令和２年度第２次補正予算を活用した地域におけるつながりづくりの取組の推進について（情報提供）｣ (https://www.mhlw.go.jp/content/000643023.pdf) 
も参照いただきたい。

https://www.mhlw.go.jp/content/000643023.pdf


新しいつながり事業の概要

社会福祉協議会
NPO法人 等

■事業スキーム（イメージ）

■背景 ○新型コロナウイルス感染症により失業する方が増加

○一方、複数人が屋内で集まることを前提にした子ども食堂や通いの場等の居場所づくりがしづらい状況
○居場所を喪失することによる孤立・フレイルのリスクの高まり、住民相互の関係性の希薄化

・新たな雇用の創出 ・「気になる人」を気に掛ける風土の醸成 ・気になる人どうしの結びつき
・地域づくりの担い手の創出・新たな時代に対応した新しいつながり方の構築

事業の実施により期待できる効果

子ども食堂、通いの場、
見守り等の実施団体

（活動例）
• 屋外プログラムの提供
• フードパントリーなど対面時間を
減らす手法への切替

• ICTを活用し、3密を控えた見守り、
相談支援（つぶやきの受け止め）

• 住民どうしのつながりの把握

• 訪問を通じた新たなつながり・参
加の場づくり

• 専門職や専門機関の参加の促進

地域共生社会の実現

自治体 雇用・研修に係る費用、運営費等

つながりの弱い「気になる人」

子ども食堂、通いの場、
見守り等

A地区 B地区 C地区

◆つながり推進員

①集いの場の再開・役割の創出支援

失職者、内定取消し者、専業主婦(夫)、高齢者等
（臨時雇用、有償ボランティア等）

元々気にかけ合っていた仲間等

③「気になる人」の見守り支援

小地域で、新たに気にかけ合う関係づくり等

※フルタイム・パートタイムの双方を想定
※資格・経験は問わない
※研修の実施（オンライン研修含む）

①集いの場の再開・役割の創出支援
②つながりの発見・創出支援
③「気になる人」の見守り支援
④新しいつながりの環境醸成支援

他事業の一体的実施
や連携も想定
（※次ページの実例参照）

②つながりの発見・創出支援 ④新しいつながりの環境醸成支援
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【参考①】新しいつながり事業の参考事例（福島県南会津町の例）

南会津町社会福祉協議会

支援員

高齢者用サロン

■事業スキーム

雇入れ

※臨時職員

■事業概要
○福島県南会津町では、町の委託事業として、町社協に「高齢者見守り支援員」を配置（2011年度～）
○支援員は、高齢者宅の戸別訪問やサロン活動の運営補助を行う
○こうした支援を通じて、過疎化・高齢化が進む地域の活性化にもつながる取組となっている

福島県南会津町

委託事業

（資料出所）月刊地域支え合い情報VOL.34を基に厚生労働省において作成

つながりの弱い「気になる人」

A地区 B地区 C地区

見守り支援
・安否確認
・生活上の困りごとの受付
・関係機関へのつなぎ 等

※住民自治組織が開催

サロン活動の企画・運営の補助

※2011～14年度８名
15年度以降４名
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【参考②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事例集（抜粋）
（内閣府地方創生推進室（令和２年５月１日）
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生活困窮者等への支援の強化（自立相談支援等の強化）

令和２年度第二次補正予算：６０億円

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困窮される方への支援の強化が課題となっている。

〇 特に、対象拡大を行った住居確保給付金への対応、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための電話やＳＮＳ・メール等
による遠隔相談のための設備への対応、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた各施策との連携強化などの課題につい
て、自立相談支援機関の人員体制や環境の整備を行い、現下の情勢における必要な支援を実施する。

実施主体

都道府県・市・区等
（福祉事務所設置自治体、９０５自治体）

補助の流れ

厚生労働省

都道府県・市・区等

自立相談支援機関等

国庫補助

直接支出又は委託

（905自治体）

（1,317機関等）

事業内容

各自治体において、次の内容など、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、自立相談支
援等に関する必要な強化を行う。

① 自立相談支援員の加配等による自立相談支援体制の強化

② 電話・メール・ＳＮＳなどを活用した、自立相談支援における相談対応や、子どもの学習・生活
支援における助言・指導など、非対面方式かつアクセスしやすい環境整備

③ 生活困窮者が新型コロナウイルス感染症対策である各施策の相談や申込等を行う際の支援
を行う補助者の配置や、補助者に対する職場内訓練等を通じた人材育成

④ 住居確保給付金の申請処理のための事務職員の雇用など、円滑な事務処理体制の強化

⑤ 自治体の商工部門等と連携した就労支援

⑥ 子どもの学習・生活支援事業や一時生活支援事業において、困窮者と関係機関（学校、子ど
も食堂、庁内教育・住宅部局、不動産関連会社、居住支援法人等）のコーディネ－ト機能を担う
職員の加配による支援の強化

⑦ 多言語対応のための機器購入、通訳配置等による外国籍の方への生活困窮者自立支援の
実施

⑧ その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資する取組の実施

補助率 国３／４
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自立相談支援機関等の強化

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困窮される方への支援の強化が課題となっている。

〇 令和２年度第２次補正予算案に計上した自立相談支援機関等の強化事業や、令和２年度当初予算に計上されているアウトリーチ等の充実
に関する事業等を通じて、生活困窮者の自立支援体制を強化する。

自立相談支援機関

これまでの予算措置（令和２年度当初予算）

【自立相談支援事業】
○ 予算額 ： 約４８７億円の内数（負担金）
○ 補助率 ： ３／４
○ 配置職員 ： ・ 主任相談支援員

・ 相談支援員
・ 就労支援員 等

○ 柔軟な対応
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた人員

体制等の強化を行うために、国庫負担上限額を超え
る国庫負担が必要な場合には、個別に相談を受けた
上で、これを認める

【アウトリーチ支援員】
○ 予算額 ： 約３２億円の内数（補助金）
○ 補助率 ： 定額１０／１０
○ 柔軟な対応

基本的に、就労準備支援事業等の実施を要件とし
ているが、これが難しい場合には、個別協議により
国庫補助を認める。

新たな予算措置（令和２年度第２次補正予算）

○ 予算額 ： 約６０億円の内数（補助金）
○ 補助率 ： ３／４※

○ 補助対象
各自治体において、それぞれの課題を踏まえ、自立相談支援等

に関する必要な強化を行う。
① 自立相談支援員の加配等による自立相談支援体制の強化
② 電話・メール・ＳＮＳなどを活用した、自立相談支援におけ
る、非対面方式かつアクセスしやすい環境整備

③ 生活困窮者が新型コロナウイルス感染症対策である各施策の
相談や申込等を行う際の支援を行う補助者の配置や、補助者に
対する職場内訓練等を通じた人材育成

④ 住居確保給付金の申請処理のための事務職員の雇用など、円
滑な事務処理体制の強化

⑤ 自治体の商工部門等と連携した就労支援
⑥ 子どもの学習・生活支援事業や一時生活支援事業において、
関係機関のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能を担う職員の加配による支援の強化

⑦ 多言語対応のための機器購入、通訳配置等による外国籍の方
への生活困窮者自立支援の実施

⑧ その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資す
る取組の実施

※ 地方負担分１／４については、第２次補正予算で計上している「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」において支援できるよう、
関係省庁と調整済 6


